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【国・地域別サマリ－日本】

脱炭素化に大きく資するとし、水素基本戦略等の枠組みで水素利活用を推進する

削減目標
2030年までに

-46%
（2013年比）

中期目標（NDC）

2050年までに
カーボンニュートラル

長期戦略

水素・FC
政策の

全体像

◼ エネルギーや環境の上位政策である「第6次エネルギー基本計画」及び「地球温暖化対策計画」において水素の推進を表明
◼ 経済産業省策定の「水素基本戦略」（2017/12）が水素・燃料電池政策の大枠やアプリケーション導入目標を定める
◼ 本戦略に紐づく同省策定の「水素・燃料電池ロードマップ」（2019/3改定）が水素サプライチェーン全体の技術目標を掲げる
◼ ロードマップに掲げる目標達成のための技術開発事項を定める「水素・燃料電池技術開発戦略」を改定（2019/9）
◼ 経済産業省などが「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を策定し、改めて水素を14の重点技術分野の一つに位置
づけ（2020/12策定、2021/6改定）

◼ 高度化法*1の改正により、水素の非化石エネルギー源としての法的位置づけが明確化（2022/3）

定量目標
施策例

（予算詳細）

◼ 環境省

➢ 脱炭素な地域水素サプライチェーン構築事業

➢ 水素活用による運輸部門等の脱炭素化支援事業

◼ 経済産業省

➢ 大規模水素サプライチェーンの構築

➢ 水素社会モデル構築実証事業

◼ 国土交通省

➢ カーボンニュートラルポートの形成に向けたマニュアル

作成

➢ 空港脱炭素化事業推進に向けたマニュアル案作成

◼ FCV等の利用アプリケーションや水素ステーション
等の導入目標、水素利用量目標を示す。

◼水素コストやSC全体の技術目標も定める

◼産業・業務・家庭・運輸等様々な部門での脱
炭素化に向け、CO2フリー水素の活用が不可
欠

FCV

水素ST

FCバス

20万台

320か所

－

80万台

1,000か所

1,200台

2025 2030

出典： UNFCCC、環境省、経済産業省、国土交通省 *1：正式名称「エネルギー供給構造高度化法」

水素の

位置づけ

環境政策

名称

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略、

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

⇒詳細後述

2050

利用量 － 300万トン

－

－

－

2,000万トン

⇒詳細後述

⇒詳細後述

⇒詳細後述

1

2

3 4

1

⇒詳細後述
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＜参考：水素の位置づけ詳細＞

パリ協定に基づく長期戦略において、様々な部門での脱炭素化には水素の活用が

不可欠であると言及する

中期目標

（NDC）

長期戦略

排出削減目標 水素・燃料電池に係る内容 提出日*1

2030年までに
-46.0%（2013年比）

※2021年4月に内閣総理大臣
が中期削減目標（-26%）の引

き上げ宣言

2050年までに
カーボンニュートラル

※2020年10月に内閣総理大臣
が宣言、2021年5月に地球温暖
化対策推進法の一部改正

（言及無し）

※2016年11月提出版では、住宅部門におけるエネルギー由来
CO2削減のための施策の一つとして、燃料電池を含む高効率給
湯器の導入を挙げる

◼産業・業務・家庭・運輸等様々な部門での脱炭素化
に向け、CO2フリー水素の活用が不可欠であると言及
➢ 特に産業部門では、熱需要や製造プロセスの脱炭素化に
貢献する

◼水素の需要を創出し、供給の拡大を図るためには、

大量かつ安定・安価に輸入を可能とする環境整備と
国際サプライチェーンの構築が必要であると言及

2021/10/22

2021/10/29

（パリ協定に基づく

成長戦略としての長
期戦略

として提出）

出典： UNFCCC *1： UNFCCCに提出された日
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＜参考：水素・FC政策の全体像詳細＞

脱炭素社会の実現に必要不可欠な「経済と環境の好循環」の実現に向けて

グリーン成長戦略が策定され、水素は技術横断での活用が期待される

出典：経済産業省 「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略(案)」として、2021年6月2日成長戦略会議に提出されたものを参考に作成

名称 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 策定日
初版：2020年12月25日

改定案：2021年6月2日成長戦略会議に提出

策定の

背景と

目的

◼菅内閣総理大臣は2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言
➢経済産業省が中心となり、環境省等関係省庁と連携して、「経済と環境の好循環」につなげるための産業政策
を策定し、具体的な見通しと高い目標を掲げて、民間企業が挑戦しやすい環境を作る

戦略の

枠組み

実現要件
運輸部門

電動化、バイオ燃料、水素燃料

産業部門
製造プロセスの変革

業務・家庭部門
電化、水素化、蓄電池活用

電力部門
脱炭素が大前提

企業の現預金（240兆円）を投資に向か

わせるため、意欲的な目標を設定。政策

ツール総動員、国際連携も推進

実行計画として、14の重点技術分野別に、

開発・導入フェーズに応じて、2050年までの

時間軸をもった工程表に落とし込む

技術開発から足下の設備投資まで、企業

ニーズをカバー。規制改革、標準化、金融

市場を通じた需要創出と民間投資拡大を

通じた価格低減に政策の重点

国際連携金融税制

規制改革・標準化
（カーボンプライシング）

予算
（グリーンイノベーション基金）

④原子力産業

③次世代熱

エネルギー産業

②水素・燃料

アンモニア産業

⑤自動車・

蓄電池産業

⑦船舶産業
⑧物流・人流・

土木インフラ産業

⑨食料・

農林水産業
⑩航空機産業

⑪ｶｰﾎﾞﾝﾘｻｲｸﾙ･

ﾏﾃﾘｱﾙ産業

⑭ライフスタイル

関連産業

⑬資源循環

関連産業

⑫住宅・建築物産

業・次世代電力

マネジメント産業

⑥半導体・

情報通信産業

①洋上風力・太

陽光・地熱産業

エネルギー関連産業 輸送・製造関連産業 家庭・オフィス関連産業

：水素について言及されている分野

凡例



◼ 主に電気事業者の非化石エネルギー源の使用に影響を与える
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＜参考：水素・FC政策の全体像詳細＞

高度化法において水素・アンモニアが非化石エネルギー源として位置づけられた

改正に伴う

変化

出典：経済産業省「『安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一部を改正する法律案』が閣議決定されました」（2022/3）、経済産業省
「安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一部を改正する法律案の概要」（2022/3） *1：化石燃料由来のグレー水素も含む

◼ 非化石エネルギー源の利用拡大を促すが、非化石エネ
ルギー源に水素・アンモニアが該当するか不明瞭

改正前

概要

所管 資源エネルギー庁 施行期間 2009年7月～

目的
◼ 電気やガス、石油等のエネルギー供給事業者に対し、非化石エネルギー源の利用を拡大するとともに、

化石エネルギー原料の有効利用を促進する

高度化法のスキーム（例：電気事業者）

名称 エネルギー供給構造高度化法（高度化法）

◼ 非化石エネルギー源の利用目標達成計画の報告

が必要

◼ 2030年までに、供給電力の非化石電源比率を

44%以上

年間販売電力量5億kWh以上の小売電気事業者

規定の詳細

対象事業者

◼ 非化石エネルギーの利用と、化石エネルギー原料の有効利用の促進に向けた対策を実施

◼ 経済産業大臣が基本的な方針を策定するとともに、エネルギー供給事業者取り組むべき事項について、ガイドラ

インとなる判断基準を策定

◼ 取組状況が判断基準に照らして不十分な場合には、経済産業大臣が勧告や命令可能

電気、エネルギー、ガス等のエネルギー供給事業者

規定内容

対象事業者

◼ 水素*1・アンモニアを非化石エネルギー源として

位置づけ、それらの脱炭素燃料の利用を促進

改正後
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＜参考：定量目標詳細＞

将来的には、水素コスト20円/Nm3、水電解装置5万円/kWとする等の目標を掲げる

出典：経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（2019/3） *1：2021年6月成長戦略実行計画策定とグリーン成長戦略改訂により水素STの整備目標を2030年1,000基に更新

利
用

目指すべきターゲットの設定 ターゲット達成に向けた取組

モ
ビ
リ
テ
ィ

発
電

FC

基本戦略での目標

FCV 20万台@2025
80万台@2030

ST   320か所@2025
900か所*1@2030

バス 1,200台@2030

2025年 ⚫ FCVとHVの価格差 (300万円→70万円)
⚫ FCVシステムのコスト (FC約2万円/kW→0.5万円/kW)

(水素貯蔵約70万円→30万円)

2025年 ⚫ 整備・運営費 (整備費 3.5億円→2億円)
(運営費 3.4千万円→1.5千万円)

⚫ ST構成機器のコスト(圧縮機 0.9億円→0.5億円)
(蓄圧器 0.5億円→0.1億円)’20年代

前半
⚫ FCバス車両価格 (1億500万円→5,250万円)

商用化@2030

グリッドパリティの

早期実現

2020年 ⚫ 水素専焼発電での発電効率 (26%→27%)

2025年 ⚫ 業務・産業用燃料電池のグリッドパリティの実現

•徹底的な規制改革と技術開発

•全国的なSTネットワーク、土日営業の拡大
• ガソリンスタンド/コンビニ併設STの拡大

• バス対応STの拡大

•高効率な燃焼器等の開発

• セルスタックの技術開発

供
給

化
石
＋CC

S

再
エ
ネ
水
素

水素コスト

30円/Nm3@2030
20円/Nm3@将来

水電解システムコスト

5万円/kW@将来

’20年代
前半

⚫ 製造：褐炭ガス化による製造コスト

(数百万/Nm3→12円/Nm3)

⚫ 貯蔵・輸送：液化水素タンクの規模(数千m3→5万m3)
水素液化効率(13.6kWh/kg→6kWh/kg)

2030年 ⚫ 水電解装置のコスト(20万円/kW→5万円/kW)
⚫ 水電解効率(5kWh/Nm3→4.3kWh/Nm3)

•褐炭ガス化炉の大型化・高効率化

•液化水素タンクの断熱性向上・大型化

•浪江実証成果を活かしたﾓﾃﾞﾙ地域実証

•水電解装置の高効率化・耐久性向上

•地域資源を活用した水素ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築
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＜参考：施策例詳細＞

令和4年度の水素関連予算は、環境省は70億円弱、経済産業省は500億円弱、
国土交通省は30億円弱を水素・燃料電池事業に投入する

出典：環境省「令和4年度環境省重点施策集」（令和3年12月）、経済産業省「令和4年度経済産業省予算のPR資料一覧：エネルギー対策特別会計」（令和3年12月）
*1：「水素」や「燃料電池」等の水素関連キーワードを含む予算事業を掲載。環境省、経済産業省、国土交通省の他、総務省、、文部科学省の予算も参照済み *2：海事局

予算額合計省庁

環境省

経済

産業省

65.8億円

クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金

燃料電池自動車の普及促進に向けた

水素ステーション整備事業費補助金

水素社会実現に向けた革新的燃料電池技術等の

活用のための研究開発事業

産業活動等の抜本的な脱炭素化に向けた

水素社会モデル構築実証事業

事業名*1

脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業

1. 脱炭素な地域水素サプライチェーン構築事業

2. 水素活用による運輸部門等の脱炭素化支援事業

超高圧水素等を利用した

低コスト水素供給インフラ構築に向けた研究開発事業

未利用エネルギーを活用した

水素サプライチェーン構築実証事業

水素エネルギー製造・貯蔵・利用等に関する

先進的技術開発事業

超高温を利用した水素大量製造技術実証事業

予算額

155.0億円

90.0億円

79.1億円

73.1億円

65.8億円

30.8億円

30.5億円

12.6億円

7.0億円

分類

脱炭素技術の社会実装の

加速化

エネルギー需給

構造高度化対策

産業技術

環境局

電力・ガス

事業部

資源

エネルギー庁

省

エネルギー

・

新

エネルギー部

エネルギー需給

構造高度化対策
製造産業局

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
高
度
化
対
策

478.1億円

安定的な海上輸送の確保に向け
た我が国海事産業の競争力強化

国土交

通省*2
海事産業の最先端技術の開発促進 29.0億円 29.0億円
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＜参考：施策例詳細＞

令和5年度の概算要求では、環境省は70億円、経済産業省は700億円弱、
国土交通省は1億円弱を水素・燃料電池に焦点を当てた事業に投入する

省
庁

分類 事業名*1 予算額

()は昨年度
合計

予算額

環

境
省

地域・社会インフラ・くらしの脱炭素移行に必要な
先導技術の早期実証・社会実装の推進

脱炭素社会構築に向けた

再エネ等由来水素活用推進事業

1. 脱炭素な地域水素サプライチェーン構築事業

2. 水素活用による運輸部門等の脱炭素化支援事業

70.0億円
(65.8億円)

70.0億円

経

済

産

業
省

製造産業局 エネルギー需給構造高度化対策 クリーンエネルギー自動車・インフラ導入促進補助金
430.3億円

(245.0億円)

682.0億円
資源

エネルギー庁

エネルギー需

給構造高
度化対策

省

エネルギー

・

新

エネルギー部

水素社会実現に向けた革新的燃料電池技術等の活用の
ための研究開発事業

84.0億円
(79.1億円)

競争的な水素サプライチェーン構築に向けた技術開発事業 88.7億円

産業活動等の抜本的な脱炭素化に向けた水素社会モデ
ル構築実証事業

65.8億円
(73.1億円)

電力・ガス

事業部
超高温を利用した水素大量製造技術実証事業

13.2億円
(7.0億円)

国

土

交

通
省

脱炭素社会の実現に向けた自動車分野における
グリーントランスフォーメーション（GX）等の推進

高圧水素タンクを搭載する自動車の安全確保に関する検
討・調査

0.91億円 0.91億円

新

新

出典：000078296.pdf (env.go.jp) 、令和5年度経済産業省概算要求のPR資料一覧:エネルギー対策特別会計（METI/経済産業省）、001498748.pdf (mlit.go.jp)

*1：基本的には「水素」や「燃料電池」等の水素関連キーワードを含む予算事業を掲載。環境省、経済産業省、国土交通省の他、総務省、文部科学省、内閣府の予算も参照済み

https://www.env.go.jp/content/000078296.pdf
https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2023/pr/energy.html
https://www.mlit.go.jp/page/content/001498748.pdf
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＜参考：施策例詳細＞

環境省は、再エネ由来水素のSC構築と水素モビリティへの支援を継続して実施する

出典：環境省



9

＜参考：施策例詳細＞

経産省はクリーンエネルギー自動車支援の一環として充電・充てんインフラ支援を実施する

出典：令和5年度経済産業省予算案のPR資料一覧:エネルギー対策特別会計（METI/経済産業省）

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2023/pr/energy.html
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＜参考：施策例詳細＞

経産省は燃料電池システム高度化のための研究開発事業を実施する

出典：令和5年度経済産業省予算案のPR資料一覧:エネルギー対策特別会計（METI/経済産業省）

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2023/pr/energy.html
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＜参考：施策例詳細＞

経産省は競争力のある水素サプライチェーン構築に向け国内外で事業を実施する

出典：令和5年度経済産業省予算案のPR資料一覧:エネルギー対策特別会計（METI/経済産業省）

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2023/pr/energy.html
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＜参考：施策例詳細＞

経産省は運輸、港湾、コンビナートや工場における水素社会モデル構築実証を実施する

出典：令和5年度経済産業省予算案のPR資料一覧:エネルギー対策特別会計（METI/経済産業省）

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2023/pr/energy.html
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＜参考：施策例詳細＞

国土交通省が2021年6月～12月にカーボンニュートラルポートの形成に向けた検討会を開
催し、策定マニュアル（初版）を作成した

開催時期 令和3年6月～12月（全4回）

＜カーボンニュートラルポートの形成イメージ＞

検討対象地域
6地域7港湾についてそれぞれ検討

（小名浜港、横浜港・ 川崎港、新潟港、
名古屋港、神戸港、徳山下松港）

検討会名
カーボンニュートラルポート（CNP）の

形成に向けた検討会

検討主体

◼ 国土交通省

◼ 各港湾を所管する地方整備局

◼ 各港湾が立地する基礎自治体

◼ 各港湾で活動する主要な民間団体

◼ 各港湾の地元の業界団体

◼ 各港湾の地元の有識者

出典：国土交通省HP、国土交通省「カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画策定マニュアル（初版）」（2021/12）

検討結果

◼ 6地域7港湾のカーボンニュートラルポート形成に向
けた方向性を整理（2021/12）

◼ 「カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画」
策定マニュアル（初版）を作成（2021/12）

検討会の

背景・目的

◼ 港湾は、全国のCO2排出量の約6割を占める発
電所、鉄鋼、化学工業などの多くが立地する。

◼ グリーン成長戦略において燃料アンモニア産業、

水素産業等の重要分野が取り上げられており、
港湾を通じて輸入される想定。

◼ 脱炭素化に配慮した港湾機能を形成すべく、ま
ずは全国6地域において検討。

＜カーボンニュートラルポート形成計画の策定フロー＞



14

＜参考：国内の政策動向＞

空港の脱炭素化に向けた環境整備が進められているとともに、「空港脱炭素化事業推進

のためのマニュアル」でも水素利活用について記載されている

出所：交通政策審議会航空分科会第20回基本政策部会資料1-1、第7回 空港分野におけるCO2削減に関する検討会 資料4-1

◼航空分野全体での脱炭素化の推進を含む航空法等の一部を改正する法律案が令和4年3月に閣議決定

➢ 国土交通大臣による「航空脱炭素化推進基本方針」の策定

➢ 航空会社による「航空運送事業脱炭素化推進計画」の作成及び国土交通大臣の認定、並びにこれに基づく特別の措置

➢ 空港管理者による「空港脱炭素化推進計画」の作成及び国土交通大臣の認定等、並びにこれに基づく特別の措置

➢ 「空港脱炭素化推進協議会」制度の創設

◼また、令和4年12月の第7回空港分野におけるCO2削減に関する検討会にて、空港脱炭素化事業推進のためのマニュアル

（初版）（案）が示され、水素についても記載されている

1.総則

2. 空港施設に係る取組

3. 空港車両に係る取組

4. 再生可能エネルギーの導入に係る取組

5. 航空機に係る取組

6. 横断的な取り組み

7. その他の取組

青字：水素に関する記載がある箇所
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＜参考：国内の政策動向＞

2023年1月に水素政策小委員会・アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会合同会議にて
中間整理が示された

出所：総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会水素政策小委員会/資源・燃料分科会 アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会合同会議中間整理（概要）



16

＜参考：国内の政策動向＞

2023年1月に水素政策小委員会・アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会合同会議にて
中間整理が示された

出所：総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会水素政策小委員会/資源・燃料分科会 アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会合同会議中間整理（概要）
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＜参考：国内の政策動向＞

経産省が「GX実現に向けた基本方針」を取りまとめ、気候変動への対応、
エネルギー安定供給の確保及び経済成長の同時実現を目指す

出所：「GX実現に向けた基本方針」が閣議決定されました（METI/経済産業省）

https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210002/20230210002.html

